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おわりに

はじめに

本稿は，人的資本理論の中でも中心的な位置をしめるベッカー (2〕の職場

訓練仮説をもとに，企業の内部で戦場訓練がおこなわれる場合の企業家の意思

決定について検討することを目的としている。それは次のような順序でおこな

われる。まず，職場訓練がおこなわれることによって，労働の生産性が上昇す

るような生産関数を定義する。それは，訓練によって人的資本が形成され，労

働の生産性が上昇するというベッカーの定式化にしたがうが，一方，人的資本

を変数の一つとして明示的に生産関数に組み込む点で異なっている。次に，ベ

ッカーの仮説から，企業の内部における職場訓練の性質が示される。これらか

ら，企業家の利潤関数が定式化され， 3種類のケースについて，この企業家が

利潤最大を達成するさいの条件が導かれる。

上記のモデルは， 多期間へ拡張される。企業家は，現時点から L期間にわ

たる生産計画を立てるものと考える。したがって，企業家が利潤の現在価値を

最大にするような条件を， 3種類のケースについて導く。 これらの最大化に
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は，通常の微分法を用いた最適化およびラグランジュ乗数法などの手法が用い

られる。

1. 1期間モデルの構成と分析

1-1 生産関数の定義

われわれはベッカー〔2〕の識場訓練仮説をもとに， 企業内における職場訓

練によって，労働の生産性が上昇するような性質をもつ生産関数を定義する。

ここで，企業家が生産過程へ投入する労働の単位を時間であらわし，この労働

時間を， (i)実際に生産活動に使われる労働時間 tw,(ii)職場訓練に使われる労

働 te,の2つに分ける。これ以後(i)の twを労働時間， (ii)のteを訓練時間，

この 2つを合わせたものを全労働時間と呼ぶことにする。

さて，人的資本理論の基本的な考え方は，教育や訓練を人間自身への投資と

考え，その投資によって人的資本が形成されるというものである。そして，そ

の人的資本が生産性を上昇させる。われわれはこの人的資本の形成， すなわ

ち，企業内の職場訓練には，先に定義した訓練時間 teが用いられるものとす

る。単純化のために，教材や設備などは無視する。

このとき，人的資本量Eは

(1) E=E(te) 

となる。また，この関数について

(2) 
dE 
dte 
>O, 

(3) 
d屯
dt~ 
-<O 

dE 
と仮定する。これらは，限界人的資本 が逓減することを示している。換言

dte 

すれば，訓練による人的資本の形成には限界がある。また，訓練がおこなわれ

ない場合，あるいは訓練前の人的資本量は， te=Oで

(4) E。=E(O)
とする。

企業家は彼の生産過程に，物的投入x,労働時間 twおよび人的資本Eを投

ーU
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入して， 1種類の生産物を y単位生産するとしよう。したがって，生産関数 f

は，

(5) y=f (x, tw, E) 

となる。この生産関数は，次のような性質をもっと仮定しよう。すなわち，人

的資本量Eの増加は，労働時間 twに関する物的限界生産力を増大させる。こ

れは，関数 fの労働時間 twに関する偏導関数が， x=文， tw=iwおよび恥>E2

での値で，

(6) fw(文，iw,E1)>fw(文，iw,恥）

ただし， fw(•)= Bf (x, tw, E) 
atw 

をみたすことである。一方，ベッカーは，労働の生産性の上昇を，労働の物的

限界生産力の増加と定義している。この定義にしたがえば， (5)は職場訓練によ

って労働の生産性が上昇するような性質をそなえた生産関数である。

さて，職場訓練仮説において，職場訓練は 2つに分けられている。すなわち

職場訓練｛

（イ）一般訓練…学校教育

（口）特殊訓練・・・企業内訓練

である (1)。上記の生産関数は，この 2つのどちらでも適用可能であるが，われ

われの関心は企業内の訓練であるので，今後は特殊訓練について議論すること

となる。これから，特殊訓練のもつ性質について説明しよう。

特殊訓練は， 訓練をおこなった企業における労働の生産性を上昇させるも

の，と定義される。すなわち，この企業で訓練をうけた労働者は，他の企業に

おいて働いても，他の企業の労働の生産性を上昇させない (2)。この定義から，

完全競争下では，

(1) 訓練の費用は企業家が負担するが，生産性の上昇による利潤の増加によ

ってそれをおぎなう。

(2) 労働者は，訓練時間や労働時間の区別なく，市場賃金を全体の労働時間

に対して得る。

という 2つの性質をもつとされる。
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1-2 利潤最大化 (3)

われわれは，企業家は完全競争の条件のもとで利潤最大化行動をとると仮定

する。完全競争の仮定は衆知のように， (i)単位当りの生産物価格，物的投入の ！ 

価格および賃金が，企業家にとって外生的に決められること， (ii)この企業家は

その価格の下で，必要なだけの投入財を手に入れることができること， (iji)生産 I 

物は，その価格において生産しただけ売れること，を意味している。また，生

産物価格を Py,物的投入価格を Pxおよび賃金をw<4>(単位当り）としよう。

さて，企業家の利潤最大の必要条件を次の 3つの場合について求めよう。

(I) 特殊訓練がおこなわれない場合

訓練がおこなわれないから， te=Oとなる。このとき，人的資本は恥=E(O)

である。したがって，この企業家の利潤元は，

(7) 元 =Pyf(文，tw,E。)-P達ーwtw

となる。ただし，物的投入は x=文に固定されているものとする。これは単純

化のためである。いま，労働時間が tw=t*において，この企業家の利潤が最

大であるとする。そのとき利潤最大の必要条件は，

(8) pふ（文，t*,E。)=W, 

ただし， fw(•)= Bf (x, tw, E) 
atw 

である。したがって，この式が成り立つときのみ，この企業家の利潤は最大で

ある。また，この式は，労働時間 twに関する限界価値生産力が賃金 W に等し

いことを示している。換言すれば，企業家は twに関する限界価値生産力が賃

金にひとしくなるような労働時間 t*を労働市場から購入して，生産活動をお

こなうのである。

(Il) 特殊訓練がおこなわれる場合

このとき， te~O である。企業家の利潤四は，

(9) 冗2=Pyf(文，tw,E)-Pxx-w(tw+te) 

となる。訓練時間 teも，賃金w(単位当り）で購入されることに注意しよう。

また，人的資本の形成は，賃金Wに影響を与えない。いま，労働時間 tw=tぷ

訓練時間 te=t麿で， 企業の利潤が最大であるとすれば， E=E(te) に注意し

て，
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(10) Pyfw(文，t芯，E(t型））=W, 

dE 
(11) PyfE(文，t芯，E(tさ））――-=w

dte 

ただし， fa(・)=
Sf (x, tw, E) 
aE 

- 85 -

を得る。 (10)式は(8)式と同じである。一方， (11)式は，訓練時間 twに関する限界

価値生産力が賃金 W に等しいことを示している。

(ill) 全労働時間が固定されている場合

この場合，特殊訓練はおこなわれて，全労働時間は，〔I〕における t*に固

定されているものとする。これは，企業家が訓練をおこなわない場合に利潤最

大になる労働時間の一部を用いて，訓練がおこなわれる場合と考えられる。し

たがって，企業家は全体の労働時間の制約のもとで，利潤を最大にするように

行動する。すなわち，企業家の利潤四

(12) 四=Pyf(文，tw,E)-Pxx-w(tw+te) 

を

(13} t*=tw+ie 

の制約のもとで最大化する。これは，ラグランジュ乗数法を適用すればよい。

ラグランジュ乗数を入とすれば，ラグランジュ関数Lは，

(14) L=Pyf (文，tw,E)-P達ーw(tw+te)+ :¥.(t*-tw-te) 

となる。いま，

tw=t忠*,ie =t麿*,:¥.=:¥.* 

で，企業家の利潤が最大であるとする。そのとき，最大化の必要条件

(15) Pふ（文，t;*,E(t忠*))=w+"i¥.* 

dE(t麿＊）
(16) pふ（文，t忠*,E(t麿*)) =w+氾＊

dte 

を得る。また，このときラグランジュ乗数いは，

(17) 8冗3→*
St* 

という関係をみたす (5)。ただし， (17)は利潤最大をみたす点での値である。ま

ず， (17)式について説明しよう。

定義より， t*は使用可能な全労働時間であった。一方，巧は企業家の利潤
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であった。したがって， (17)式は使用可能な全労働時間が限界単位だけ変化すれ

ば，氾＊の率で利潤が変化することを示している。一般に，このラグランジュ

乗数:¥.*は，帰属価格あるいは潜在価格と呼ばれる。ここで，

(18)信>O
と仮定する。これは，全労働時間 t*を増加させると，利潤が増大することを

意味する。これは， t*の定めかたから， 十分に自然な仮定であろう。 (17)式か

ら， A,*>oである。
さて， (15)式と(16)式は入*>oから
(19) pふ（文，t芯*,(E(t麿*))>w,

dE(tな＊）
(20) PyfE (文，t芯*,E(tr)) —>w 

dte 

となる。 (19)式と(20)式は，それぞれ，労働時間に関する限界価値生産力および訓

練に関する限界価値生産力が，賃金wより大きいことを示している。

最後に， (TI)と(IIl)の場合には，その最大利潤四と四からそれぞれ企業家が

負担した訓練費用を減じたものが，少なくとも(I)の利潤巧よりも大きくなけ

ればならないことに注意しておこう。企業家は利潤が減少するよ うな行動をと

らないのである。

註

(1) これはきわめて単純化したものである。

(2) 詳しくは，ベッカー〔1〕および〔2〕参照。

(3) 志水〔8〕を参照のこと。また，生産関数が凹であれば，最適化の必要条件は十分

条件でもある。

(4) 訓練時間と労働時間に賃金の差はない。

(5) Intriligate託5〕を参照のこと。

．
 
．
 
，
 

2. 多期間モデルの構成と分析

2-1・L期間生産関数の定義

モデルの基本的な構成は，前節と同じであるが，いくつかの新しい条件がつ

けくわえられる。企業の生産活動，つまり生産要素を投入して生産物を得るま
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でには，ある程度の時間がかかるであろう。その長さを 1つの単位とし， 1期

間とする。企業家はその期首に生産要素を購入して生産過程へ投入し，その期

末に生産物を得，それを次の期に販売する。したがって， K期の生産物は k+l

期に販売され， K期では k-1期の生産物が販売される。ここでこの企業家

が， 1期の期首にその後の L期間の生産計画をたてるとする。 このことから，

生産物の販売は L+l期にもおこなわれるが， 1期では販売は計画の中に入っ

ていない。つぎに， 多期間におよぶ人的資本の形成(1) を定式化する。人的資

本は，各期の訓練時間の多少とは別に，多期間にわたることによって蓄積され

ていくと考えられる。いま K期において形成される人的資本加を

(21) hk=hk(tek) 

とする。 tekはK期に職場訓練に使われる労働時間である。この関数は，前節

で定義した人的資本Eと同じ性質をもつとする。このとき k期の期首までに

形成された人的資本は，

(22) Ek=Ek-1 +hk-1-dEk-l 

となる。ここで d>Oは，人的資本の減耗率である。また， k-1期末にまで

に形成された人的資本が K期の労働の生産性を上昇させるものとする。それゆ

え， L+l期に生産はおこなわれないことから， L期における訓練もおこなわ

れない。

以上のことから，この企業家の生産関数は，

(23) F (Y2, Yぁ…，YL+l,距，文2,…，文L,

tw1, tw2, …，twL, 恥，恥，…，EL)=O

匹： K期の生産物 k=2, 3, …, L+l 

Xk: k期の物的投入 k=l, 2, …，L 

twk: k期の実際に生産活動に使われる労働時間 k=l, 2, …,L 

恥： K期の人的資本 k=2, 3, …，L 

と陰関数のかたちで表わすことができる。ただし，物的投入は単純化のために

文K に固定されている。また人的資本恥は，すでに労働者が形成している人

的資本と考えられ，定数としてあつかわれる。したがって，関数の中に変数と

して入っていない。
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2-1 利潤最大化

完全競争の状況にある債権市場が存在するとする。これによって，利子率が

モデルに導入される。そこで，企業家は K期の利子率を fkと予想していると

する。したがって， K期の財の割引率 (1+ik)-1は，

(24) (1 +h)ー1=〔(1+r1) (1 +r砂…(1+fk-1)〕ー1

となる。ただし， k=lのときは (1+i1) =1とする。この企業家がK期の生産

物価格を Pyk,物的投入価格を Pxkおよび賃金を Wkと考えているものとして，

つぎの 3つの場合について，企業家の利潤が最大である場合の条件について検

討する。

(I) 職場訓練がおこなわれない場合

1期の期首の人的資本は恥であったので，訓練がおこなわれない場合，す

なわち，

(25) tek=O k=l, 2, …, L-1 

のとき， h以0)=0とすれば，

~6) Ek=E1 k=l, 2, …，L 

となる。このとき，現在価値に換算した企業家の利潤冗1は，
L+l L L 

罰巧＝エPykYk(l+h)ー1-:EPx訟k(l+h)一1-エWktwk(l+i砂ー1
k=2 k=l k=l 

Pyk: k期の予想生産物価格

k=2,3, …，L+l 

Pxk: k期の予想物的投入価格

k=l, 2, …, L 

Wk: k期の予想賃金

k=l, 2, …，L 

となる。ただし， 1期の利潤は過去の計画の結果であるから，この利潤町の

中に入っていない。

企業家は，生産関数によって表わされた技術的な制約のもとで，この現在価

値に換算された利潤を最大にするように行動する。これはラグランジュ乗数法

を用いて解くことができる。 ラグランジュ乗数を入とすると， ラグランジュ
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関数Gは，

倣8) G=冗十:¥.F(Y2,Yぁ…，YL+l,文1,文2,…，XL, tw1, tw2, …，twL, E1, E1, …, E1) 

となる。いま，この企業家の利潤が，

(29) Yk=Yt 

(30) twk =tt 

k=2,3, …，L+l 

k=l,2, …，L 

および;¥=;¥*で最大であるとすれば，

(31) 
aG 
＝ 

8yk ゜
k=2,3, …，L+l 

(32) 
aG 
叫 k=O k=l, 2, …，L 

を得る。したがって，この式を整理すると，

(33) Pyk (1 +i砂ー1=―-;¥,* aF k=2, 3, …，L+l 
釣K
aF 

(34) Wk(l +h)-1=-;¥,* k=l, 2, …，L 
8twk 

となる。ただし，生産関数は Fと略記する。また， (33)と(34)は(29), (30)の点での

値であることに注意しよう。

さて，上の 2つの式から，

ー18Yk+l (35) Pyk+l (1 +i料 1) =Wk (1 +ik)ー1
8twk 

k=l, 2, …，L 

を得る。この式は， K期における労働 twkの限界価値生産力が，賃金 Wkの

現在価値にひとしいという，よく知られた関係を示している。

(n) 職場訓練がおこなわれる場合

企業家の利潤四は，
L+l L L 

(36) 四＝エ Pyk(1 +h) 一1-~Pxk文k(l+h)一1_エWktwk (1 +i砂ー1
k=2 k=l k=l 
L-1 
ーエw訊ek(1 +i砂ー1
k=l 

となる。ラグランジュ関数は，

(37) G=巧虹F

である。利潤を最大にする点を

(38) Yk=Yt* k=2, 3,・・, L+l 

(39) twk =t晶 k=l, 2, …，L 
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(40) tek =t贔 k=l, 2, …，L-1 

および入＝入＊＊とすれば，

aG aF 
(41) =Pyk (1 +h戸+::\.**—-=0 
ayk ayk 

k=2,3, …，L+l 

(42) 墾L=-Wk(l+h戸+::¥.**BF =O 
叫 k 8twk 

k=I,2, …, L 

(43) 
aG 
8tek 
=-Wk(l+h戸+::¥.**宮？巳担三 =O

Il=k aE叫 1aten 

k=l, 2, …, L-1 

となる。ただし， aGは y悶*,t芯k• t贔で評価されている。これから，

-1 ayk.J--1 (44) Pyk+l (1 +h+1) =Wk (1 +i砂ー1
atwk 

k=l, 2, …, L 

(45) Pyk.J--2(1 +h+2)-1笠旱 =Wk(l+i砂ー1
atek 

k=l, 2, …, L-1 

を得る。 (44)式は(I)と同じで， (45)式は K期の訓練時間の限界価値生産力の現在価

値が， K期の賃金 Wkの現在価値に等しいことを示す。

このモデルでは(I)とことなり，人的資本を形成した労働者が他の企業へ移動

することによって，企業が負担した訓練費用を回収できずに損失をこうむる可

能性がある。 (I)では他の企業へ移動した労働者のかわりに，市場から同じ生産

性をもつ労働者を雇用できるが， (II)ではそれができない。特殊訓練は，訓練後

の利潤の増大によって費用がまかなわれるのであるから，労働者の移動は企業

家の最大利潤を減少させるだろう。しかし，労働者はどこの企業で働いても，

賃金 Wkを得ることができるのだから，移動による損失は企業家がこうむるだ

ろう。

ベッカーは，企業家は労働者の移動を防ぐために， L期間の前半では市場賃

金より低い賃金を，後半では高い賃金を与える，と考えている (2)。しかし，こ

れは生産計画そのものに影響を与えない。企業家は， L期間の賃金の支払い方

法だけを変更するのである。
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(lll) 全労働時間が固定されている場合

各期に購入する全労働時間を t!としよう (3)。これは企業家が(I)の場合に購

入する全労働時間である。企業家はこの一部を訓練に回すものとして分析をす

すめよう。このとき，企業家の利潤四は，
L+l L L 

(46) 巧=:E Pyk匹 (1+iぃ—1- :E Pxk文以1+ik)一1-:E Wktwk (1 +ik)-l 
k=2 k=.1 k=l 
L-1 

ー :Ew訊ek(l+ik)-l 
k=l 

となる。企業家は，生産関数で表わされた技術的な制約と，労働時間の制約

(47) tk=twk+tek k=l, 2,·•, L-1 

ただし， tk=t!

のもとで，現在価値に換算した利潤を最大にする。

ラグランジュ関数は，
L-1 

(48) G=7i3+ 迂F十エµ以は—twk-tek)
i=l 

となる。いま，利潤を最大にする点を，

(49) Yk=yr* k=2, 3, …，L+l 

(50) twk=t詮 k=l,2,…，L-1 

(51) tek=t詮 k=l,2, …，L-1 

およびふ=A***と JJ,k=fl, 悶とすれば，

(52) 竺いPy1c(l+i1c戸+/\,***腔〗=O
恥 8y1c

k=2,3, …，L+l 

(53) 
aG 
8twk 
=-w1c(l+i1c戸+/¥,*** aF一峠=O

8twk 

k=l, 2,・・, L-1 

(54) 
aG 
8tek 
=-w1c(l +i1c戸 +I¥,***aF _μ, 悶=O

8tek 

k=l, 2, …，L-1 

を得る。またラグランジュ乗数μ,:Ii, 

(55) 
8冗

8t1c 
=μ,! k=l, 2,・・L 

を満す (4)。ただし， h=t『である。また，前節と同じように

(56) 
8冗

祇k
>O k=l, 2, …, L 
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と仮定する。一方， (52)と(53)および(52)と(54)から，

-1 8yk+1 (57) p yk+l (1 + i虹1) =Wk(l +ik戸+P,k* 
8twk 

k=l,2, …，L-1 

(58) p yk+2 (1 + ik+2)覧 =w以1+ik)-l玉＊
k=l, 2, …，L-1 

を得る。また， (56)から μk*>Oであるから， (57)式から， K期の限界価値生産力

の現在価値は， K期の賃金 Wkの現在価値より大きいことを示している。一方

(58)式は， K期の訓練の限界価値生産力の現在価値は， K期の賃金 Wkの現在価

値より大きいことを示している。また， (Il)と同じような，労働者の移動を防ぐ

方法を企業家はとるであろう。最後に， (Il)と(Ill)の企業家の利潤は， (I)より大き

くなければならないことに注意しておこう。

註

(1) ベッカー〔2〕の第3章を参照のこと。

(2) Hashimoto⑬〕は， それを発展させている。彼は，訓練によって増大した利潤の

分配率を考察している。

(3) これは， 1期に雇用した労働者をL期間雇用して， 2期以後は雇用量を変化させ

ない場合と考えられる。

(4) Intriligate託5〕を参照のこと。

おわりに

われわれは，企業内において特殊訓練がおこなわれる場合の，企業家の意思

決定について，通常の最適化の手法を用いて検討してきた。最後に，これまで

の議論を整理して，本稿をおわることとしよう。 1期間のモデルの(I)の場合

は，よく知られた限界生産力原理を表わしている。すなわち，企業家の利潤最

大の条件は，労働に関する限界価値生産力は市場の賃金にひとしいこと，であ

る。 (IT)の場合， 訓練に関する限界価値生産力も賃金にひとしいことが導かれ

た。 (Ill)の場合には，正の帰属価格の分だけ，労働および訓練に関する限界価値

生産力は，賃金より大きいことが導かれた。
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多期間のモデルでは，各期の最大化条件がもとめられる。 (I)の場合，各期の

現在価値に換算した労働の限界価値生産力は，同じように現在価値に換算した

賃金に等しいことが導かれた。 (IT)の場合には，労働および訓練に関する現在価

値に換算した限界価値生産力が，同様に現在価値に換算した賃金に等しいこと

が導かれた。 (ill)では， RNの1期の最適な労働時間と訓練時間の和（全労働時

間）を各期の全労働時間の制約条件として，利潤最大の条件をもとめた。この

とき，各期の現在価値に換算した労働および訓練の限界価値生産力は，各期の

帰属価格の分だけ，現在価値に換算した賃金より大きいことが導かれた。

いくつかの改良すべき点についても言及しておこう。多期間のモデルの(n)お

よび(ill)において，企業家は労働者が移動しないものとしてその意思決定をおこ

なうとした。しかし，この仮定はゆるめられるべきであろう。われわれは，企

業家が労働者の移動を考慮に入れたモデルを構成する必要がある。そのことに

よって，訓練によって変質した労働市場の分析をも可能となろう。
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